
 

事 務 連 絡 

令和３年２月１０日 

一般社団法人日本電設工業協会 御中 
 

 

経済産業省産業保安グループ電力安全課 
 

 

 

電気工事士法施行規則の一部を改正する省令の制定について（依頼） 

 

 

 

 本日、電気工事士法施行規則の一部を改正する省令（令和３年経済産業省令第３号）が別紙１のとおり

制定されましたので、お知らせします。貴協会におかれましては、会員等へ広く周知いただきますようお

願いいたします。 

また、本省令の施行に伴い、要件を満たした第１種電気工事士免状交付の申請者によって、一時的に申

請窓口が混み合うことが考えられます。第１種電気工事士免状に係る申請時期の分散化や郵送による申請

など、各都道府県における新型コロナ感染症に配慮した電気工事士免状交付事務にご協力いただきますよ

う、併せてお願いいたします。 
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年
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号
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等
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門
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又
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大
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省
令
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、
令
和
三
年
四
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一
日
か
ら
施
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る
。

（
明
治
三
十
六
年
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第
六
十
一
号
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よ
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校
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十
一
条
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定
め
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電
気

工
学
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関
す
る
課
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を
修
め
て
卒
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し
た
者

（
当
該
課
程
を
修
め
て
同
法
に
よ
る
専
門
職
大
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前
期
課
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了
し
た
者
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む
。）に
あ

つ
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、
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同
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令和年月日 水曜日 第号官 報
〇
経
済
産
業
省
令
第
三
号

電
気
工
事
士
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
三
年
二
月
十
日

経
済
産
業
大
臣

梶
山

弘
志

電
気
工
事
士
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

電
気
工
事
士
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
五
年
通
商
産
業
省
令
第
九
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
は
、
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ

る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応

す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
る
。
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